UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲／第19号の2
2.4GHz帯高度化小電力データ通信システム（2,471 ～ 2,497MHz）

	試験項目
	技術基準等

	割当周波数または指定周波数
[電波法施行規則 第六条4項四]
	2,471 ～ 2,497MHz


	通信方式
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	スペクトル拡散方式（DS、FH、DS+FH方式）を使用する単向通信方式、単信方式、複信方式、半複信方式または同報通信方式

	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表一の8]
	50


	占有周波数帯幅の許容値
[無線設備規則 別表二 第30]
	26MHz


	スプリアス発射の強度の許容値
[無線設備規則第七条]
	2,458 ～ 2,471MHz、 2,497 ～ 2,510MHz 

25μW/MHz以下

＜2,458MHz、 ＞2,510MHz　　　　

2.5μW/MHz以下



偏 差
	：　＋20％　　- 80％



		
	空中線利得
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	原則　2.14dBi以下 （ERIP　12.14dBm/MHz以下）


	拡散帯域幅
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	500kHz以上


	スペクトル拡散率
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	拡散帯域幅を変調信号の送信速度に等しい周波数で除した値が10 以上


	副次的に発する電波等の限度
[無線設備規則 第二十四条]
	＜1GHz

4nW以下

≧1GHz
20nW以下


	混信防止機能
[無線設備規則 第九条の四、八]
	電気通信回線設備に接続するものは、キャリアセンスまたは相関信号センスによる混信防止機能を備え付けること
識別符号を自動的に送信または受信する機能を有すること


	構造
[無線設備規則 第四十九条の二十]
	空中線を除く、高周波部および変調部は容易に開けることができないこと



	


